
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 17日

上   場   会   社   名     株式会社ニチレイ 上場取引所 東 大 名 福 札

コード番号    2871 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役財務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　横　 田 　浩 　二 TEL (03) 3248 - 2165
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 17日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 27日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)経営成績 　　 　(注）金額は単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 412,855 0.8 11,831 7.9 11,302 50.4

12年  3月期 409,424 0.5 10,966 158.9 7,515 228.0

  当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 2,566 6.6 8.25 - 3.0 4.2 2.7

12年  3月期 2,407 - 7.74 - 2.9 2.8 1.8

(注)①期中平均株式数 13年  3月期   310,851,065 株　　　12年  3月期   310,851,065 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 6.00 3.00 3.00 1,865 72.7 2.1

12年  3月期 6.00 3.00 3.00 1,865 77.5 2.2

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 270,743 89,160 32.9 286.82

12年  3月期 264,619 83,306 31.5 267.99

（注）期末発行済株式数　13年  3月期      310,851,065　株　　　12年  3月期      310,851,065株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年  4月  1日  ～  平成 14年  3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 214,000 3,800 1,600 3.00 － －

通　期 427,000 8,900 4,000 － 3.00 6.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              12 円  86 銭
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 経 営 指 標 等 の 推 移 

 
 

回        次 第 79 期 第 80 期 第 81 期 第 82 期 第 83 期 

決  算  年  月 平成９年３月 平成10年３月 平成11年３月 平成12年３月 平成13年３月 

売 上 高 （百万円) 440,969 428,877 407,531 409,424 412,855 

営 業 利 益 （百万円) 5,646 5,557 4,236 10,966 11,831 

経 常 利 益 （百万円) 3,977 4,365 2,291 7,515 11,302 

当 期 純 利 益 
または当期純損失(△) 

（百万円) 3,404 1,165 △ 4,569 2,407 2,566 

資 本 金 （百万円) 30,306 30,307 30,307 30,307 30,307 

発 行 済 株 式 総 数 （株) 310,848,485 310,851,065 310,851,065 310,851,065 310,851,065 

純 資 産 額 （百万円) 89,463 88,696 82,202 83,306 89,160 

総 資 産 額 （百万円) 290,938 288,643 277,498 264,619 270,743 

１株当たり純資産額 （円) 287.80 285.33 264.44 267.99 286.82 

１ 株 当 た り 配 当 額 
(うち１株当たり中間配当 額 )  

（円) 
6 

 ( 3) 
6 

 ( 3) 
6 

 ( 3) 
6 

 ( 3) 
6 

 ( 3) 
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 
または当期純損失(△) 

（円) 10.95 3.74 △ 14.69 7.74 8.25 

潜 在 株 式 調 整 後 
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 

（円) 10.94 ― ― ― ― 

自 己 資 本 比 率 （％) 30.7 30.7 29.6 31.5 32.9 

自 己 資 本 利 益 率 （％) 3.8 1.3 △  5.3 2.9 3.0 

株 価 収 益 率 （倍) 43.8 84.8 ― 36.8 60.0 

配 当 性 向 （％) 54.8 160.1 ― 77.5 72.7 

従 業 員 数 
(ほ か年間平均臨時雇用者数) 

（名) 
2,785 

 ( 178) 
2,671 

 ( 141) 
2,511 

 ( 126) 
2,347 

 ( 274) 
2,038 

 ( 169) 

期 末 日 現 在 株 価 （円) 480 317 247 285 495 

 (注) 1. ｢売上高｣には、消費税等は含まれておりません。 
    2. 第83期の中間配当は、平成12年11月16日開催の取締役会において決議されました。 
    3. 第80期、第82期、第83期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は、希薄化しないため記載しておりま

せん。また、第81期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失の計上に
より記載しておりません。 

    4. 第81期の「株価収益率」は、当期純損失の計上により記載しておりません。 

5. 第81期の「配当性向」は、当期純損失の計上により記載しておりません。 
6. 第83期の「従業員数」は、第82期に比べ309名減少しました。その主な理由は、自営３食品工場の分社化に伴
い154名が転籍したことによるものであります。 
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個 別 財 務 諸 表 等

１．貸  借  対  照  表

  科   目 金　 額 構成比 金 　額 構成比
( 資   産   の   部 ） ％ ％

Ⅰ
2,079 3,908 △ 1,828

※11 1,517 1,454 63
※4 57,781 54,025 3,755
※1.2.
  5.12

24,242 23,408 833
2,201 2,527 △ 326
546 480 65
529 454 75
223 93 130
549 562 △ 12
2,130 3,173 △ 1,043
2,804 4,244 △ 1,440
3,442 5,245 △ 1,803

※1 1,009 546 463
△    343 △  1,599 1,256
98,714 36.5 119,094 45.0 △ 20,379

Ⅱ
１. 有形固定資産 ※3

54,484 57,946 △ 3,462
2,118 2,303 △ 184
13,328 14,622 △ 1,293
48 67 △ 18
1,319 1,383 △ 64
27,811 28,465 △ 653
3,694 2,699 995
102,806 38.0 107,488 40.6 △ 4,681

２. 無形固定資産
1,140 1,145 △ 5
2,051 578 1,473
124 127 △ 2
3,316 1.2 1,851 0.7 1,465

３. 投資その他の資産
※5.12 36,673 13,142 23,530
※6.13 14,755 11,392 3,362
※6 3,935 2,591 1,344

1,210 400 810
363 390 △ 26
262 204 58
6,668 6,736 △ 68
2,709 1,648 1,060

△    671 △    319 △ 352
65,905 24.3 36,185 13.7 29,720
172,029 63.5 145,525 55.0 26,503
270,743 100.0 264,619 100.0 6,124

20,569

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金

　　 （単位：百万円）

(平成12年3月31日現在)(平成13年3月31日現在)

未 着 商 品
原 材 料

構 築 物

         －有 価 証 券
商 品 及 び 製 品

貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産

工 具 、 器 具 及 び 備 品

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

車 両 及 び 運 搬 具
機 械 及 び 装 置

関 係 会 社 短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

敷 金 ・ 保 証 金

関 係 会 社 出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破産・再生・更生債権等
長 期 前 払 費 用

その他の投資その他の資産
貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式

建 設 仮 勘 定
土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

借 地 権

投 資 そ の 他 の 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産

その他の無形固定資産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

対前期比較

増減額

20,569△

13 年 3 月 期 12 年 3 月 期  期   別

固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

建 物
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  科   目   金　 額 構成比 金 　額 構成比
( 負   債   の   部 ） ％ ％

Ⅰ
※4.11 5,804 3,261 2,543
※4.6 22,951 24,111 △ 1,160

25,344 21,805 3,538
8,000          － 8,000

※5 3,605 4,305 △ 700
20,000 10,000 10,000
3,830 1,776 2,053

※4 12,052 13,144 △ 1,092
2,341 2,273 67
115 117 △ 1
71 79 △ 7

※4 6,963 3,493 3,470
         － 3,946 △ 3,946
         － 277 △ 277
1,237 887 349
112,317 41.5 89,479 33.8 22,838

Ⅱ
35,000 55,000 △ 20,000
6,307 6,307          －

※5 6,696 10,294 △ 3,597
1,804 1,245 558
524          － 524

         － 111 △ 111
541 438 103
18,380 18,437 △ 57
11          － 11

69,265 25.6 91,833 34.7 △ 22,568
181,583 67.1 181,313 68.5 270

( 資   本   の   部 ）
Ⅰ ※8 30,307 11.2 30,307 11.5          －
Ⅱ 23,704 8.8 23,704 9.0          －
Ⅲ 5,610 2.1 5,417 2.0 193
Ⅳ
１. 任意積立金

181 318 △ 136
3,998 4,521 △ 522
342 365 △ 23
16,210 10,910 5,300
20,733 16,115 4,617

２. 当期未処分利益金 3,591 7,760 △ 4,169
24,324 9.0 23,876 9.0 448

Ⅴ ※10 5,212 1.9         － － 5,212
89,160 32.9 83,306 31.5 5,854
270,743 100.0 264,619 100.0 6,124

(平成13年3月31日現在) (平成12年3月31日現在)
対前期比較

債 務 保 証 損 失 引 当 金
関係会社清算損失引当金
そ の 他 の 流 動 負 債

買 掛 金
短 期 借 入 金

流 動 負 債
支 払 手 形

預 り 保 証 金

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー

固 定 負 債

未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 所 税
前 受 金
預 り 金

流 動 負 債 合 計

そ の 他 の 剰 余 金 合 計

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 額

任 意 積 立 金 合 計

そ の 他 の 剰 余 金
利 益 準 備 金
資 本 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

固 定 負 債 合 計

当 期 未 処 分 利 益

資 本 金

退 職 給 与 引 当 金

資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

長期借入金(１年以内返済)

固定資産圧縮特別勘定積立金
別 途 積 立 金

増減額

　　 （単位：百万円）

その他有価証券評価差額金

13 年 3 月 期 12 年 3 月 期  期   別

特 別 償 却 準 備 金

負 債 合 計

任 意 積 立 金

社 債 ( １ 年 以 内 償 還 )
未 払 金

社 債
転 換 社 債
長 期 借 入 金
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２．損  益  計  算  書２．損  益  計  算  書２．損  益  計  算  書２．損  益  計  算  書
　 （単位:百万円）

   科    目 金   額 百分比 金   額 百分比
％ ％ ％

Ⅰ 412,855 100.0 409,424 100.0 3,430 0.8
Ⅱ ※1.4 340,004 82.4 339,224 82.9 779 0.2

72,850 17.6 70,199 17.1 2,650 3.8
Ⅲ

※2.4 35,766 34,629 1,137
※2.3.4 25,252 24,603 648

61,018 14.8 59,233 14.5 1,785 3.0
11,831 2.9 10,966 2.7 864 7.9

Ⅳ
177 145 31

※4 1,600 942 658
347 305 42

　　　　－ 721 △ 721
※4 700 780 △ 80

2,825 0.7 2,895 0.7 △ 69 △ 2.4
Ⅴ

687 710 △ 22
1,688 2,054 △ 366
21 19 1

※5 305 981 △ 675
　　　　－ 1,940 △ 1,940

652 641 10
3,354 0.8 6,346 1.6 △ 2,991 △ 47.1
11,302 2.7 7,515 1.8 3,786 50.4

Ⅵ
※6 519 5,983 △ 5,463

7,727 　　　　－ 7,727
※7 2,040 　　　　－ 2,040
※8 1,113 84 1,028

533 88 445
※9 　　　　－ 5,218 △ 5,218
※10 　　　　－ 3,604 △ 3,604
※11 　　　　－ 1,800 △ 1,800

11,933 2.9 16,780 4.1 △ 4,846 △ 28.9
Ⅶ

※12 428 2,248 △ 1,819
※13 568 2,637 △ 2,069

14,141 　　　　－ 14,141
1,284 　　　　－ 1,284
1,118 183 935
599 　　　　－ 599

※14 331 1,456 △ 1,125
※15 244 702 △ 457

90 549 △ 459
19 41 △ 21

※16 　　　　－ 11,916 △ 11,916
　　　　－ 1 △ 1
18,827 4.6 19,736 4.8 △ 909 △ 4.6
4,409 1.1 4,558 1.1 △ 149 △ 3.3

Ⅷ
3,999 3,517 481

△ 2,157 △ 1,366 △ 790
1,842 0.4 2,151 0.5 △ 309 △ 14.4
2,566 0.6 2,407 0.6 159 6.6
2,050 2,063 △ 13

　　　　－ 562 △ 562

　　　　－ 229 △ 229
　　　　－ 3,260 △ 3,260
　　　　－ 263 △ 263

932 932 △ 0
93 93 △ 0

3,591 7,760 △ 4,169

関 係 会社出資金売却損
特 別 損 失 合 計

関 係 会 社 整 理 損
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損
投 資 有 価 証 券 売 却 損
関 係 会 社 支 援 損 失

当 期 未 処 分 利 益

固定資 産圧 縮積 立金
固定資産圧縮特別勘定積立金

固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損
退職給付会計基準変更時差異償却額

関 係 会 社 株 式 評 価 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
関係会社出資金評価損
事 業 所 閉 鎖 損 失

増減率

自：平成11年4月 1日
至：平成12年3月31日

社 宅 料 収 入

増減額

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

至：平成13年3月31日

営 業 外 収 益
受 取 利 息

13 年 3 月期
対 前 期 比 較

　期    別   12 年 3 月期
自：平成12年4月 1日

中 間 配 当 額
中間配当に伴う利益準備金積立額

過 年 度 税 効 果 調 整 額
税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

特 別 償 却 準 備 金

当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益

準 備 金 ･ 積 立 金 取 崩 額

和 解 金 受 入 益

法 人 税 等 合 計

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 益
退 職 給 付 信 託 設 定 益
借 地 権 設 定 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益
有 価 証 券 売 却 益

債務保証損失引当金戻入益
特 別 利 益 合 計

そ の 他 の 営 業 外 費 用
営 業 外 費 用 合 計
経 常 利 益

特 別 利 益

社 債 利 息
コマーシャルペーパー利息

適格年金過去勤務費用
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

販売費及び一般管理費合計
営 業 利 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息

受 取 配 当 金

有 価 証 券 売 却 益
そ の 他 の 営 業 外 収 益
営 業 外 収 益 合 計

売 上 高
売 上 原 価

販 売 費
一 般 管 理 費
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３．利　益　処　分　案

(単位：百万円)

期　　別　　
　　科　　目

Ⅰ

Ⅱ

合 　 　 　       計

Ⅲ

Ⅳ

４．事 業 別 売 上 高 明 細 表

(単位：百万円)

期　　別   

   分　　類

2,60041,909

9,926 2.4

12.7

1,656

4,257

11.2

0.8

△

△

△

△

0.9

4.7

0.6

24.7

小 計

1,598

食 品 事 業

1,080

1.3

6.2

16.7

8.2

44,509

11,583

56,093

10.8

2.8

13.6 51,836

10.2

3,430

△

△

△

△

3,193

2,208

216

13　年　3　月　期 12　年　3　月　期
金　　　　　　額 金　　　　　　額

711

4,310 8,472

当 期 未 処 分 利 益 3,591 7,760

任 意 積 立 金取 崩額

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 93 143

固 定資産圧縮積立金取崩額 282 544

固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 342 719 23

利 益 処 分 額

利 益 準 備 金 101 100

利 益 配 当 金 932 932

取 締 役 賞 与 金 70 60

任 意 積 立 金

特 別 償 却 準 備 金 1 7

2,278 5,300

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 280 22

固定資産圧縮特別勘定積立金 594 －

至：平成13年3月31日 至：平成12年3月31日

6,421

次 期 繰 越 利 益 2,031 2,050
別 途 積 立 金 300

13 年 3 月 期 12 年 3 月 期

自：平成12年4月 1日 自：平成11年4月 1日

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 増減率

％ ％ ％

低 温 物 流 事 業
保 管 型 物 流 事 業

流 通 型 物 流 事 業

115,629

加 工 食 品 事 業 167,135 40.5 165,070 40.3 2,065

349,174

28.2

畜 産 品 事 業 65,280 15.8 68,474 16.7

水 産 品 事 業 114,548 27.7

1,932

85.3

不 動 産 事 業 8,080 2.0 6,481 1.6
小 計 346,965 84.0

対 前 期 比 較

0.5

100.0合 計 412,855 100.0 409,424
そ の 他 の 事 業 1,715 0.4

単独－6
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重要な会計方針 

項     目 13年3月期(自：平成12年 4月 1日至：平成13年 3月31日) 12年3月期(自：平成11年 4月 1日至：平成12年 3月31日) 
１．有価証券の評価基準 
および評価方法 

(1)子会社株式および関連会社株式 
移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 
時価のあるもの 
決算期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定) 

   時価のないもの 
     移動平均法による原価法 

移動平均法による原価法 
                           

２．たな卸資産の評価基準
および評価方法 

      
 

(1)商品および製品、未着商品ならびに原材料 
   総平均法による原価法 
(2)貯  蔵  品 
   移動平均法による原価法 

(1)商品および製品、未着商品ならびに原材料 
       同     左 
(2)貯  蔵  品 
       同      左 

３．固定資産の減価償却の 
方法 

 

(1)有形固定資産 
定率法を採用しております。 
ただし、賃貸用ビルおよび平成10年4月1日以
降取得した建物(建物附属設備を除く)について
は定額法を採用しております。 
(2)無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法
を採用しております。 
(3)長期前払費用 
均等償却をしております。 

(1)有形固定資産 
法人税法の規定と同一の基準を採用しており、
賃貸用ビルおよび平成10年4月1日以降取得した建
物(建物附属設備を除く)については定額法、その
他の有形固定資産は定率法を採用しております。 
(2)無形固定資産 
法人税法の規定と同一の基準を採用しており、
自社利用のソフトウェアについては社内における
利用可能期間(５年)に基づく定額法、その他の無
形固定資産は定額法によっております。 
(3)長期前払費用 
法人税法の規定と同一の基準による年数で均等 
償却しております。 

４．繰延資産の処理方法                            社債発行費は、支出時に全額費用として処理して
おります。 

５．引当金の計上基準 
 

(1)貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収
不能見積額を次のとおり計上しております。 
  (ｲ)一般債権 

金融商品に係る会計基準に基づく貸倒実績
率法 
(ﾛ)貸倒懸念債権および破産･再生･更生債権等 
金融商品に係る会計基準に基づく財務内容
評価法 

                  
 
 
 
                 
 
 
 
 

(4)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末にお
ける退職給付債務および年金資産の見込額に基
づき、当期末において発生していると認められ
る額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異(14,141百万円)に
ついては、その全額を特別損失に計上しており
ます。 
(5)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 
売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に
備えるため、法人税法に定める実績繰入率に基づ
く繰入限度相当額のほか、個別の債権について回
収可能性を勘案し、回収不能見積額を計上してお
ります。 
 
 
 

(2)債務保証損失引当金 
債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の
財政状態を勘案し、損失負担見積額のうち貸倒引
当金設定額の不足額を計上しております。 
(3)関係会社清算損失引当金 
  関係会社の清算に係る損失に備えるため,清算予
定関係会社の財政状態を勘案し,損失負担見積額
のうち貸倒引当金および債務保証損失引当金設定
額の不足額を計上しております。 
(4)退職給与引当金 
  製造職社員および嘱託社員の退職金の支払いに
備えるため、自己都合退職による期末要支給額の
40％を残高基準として計上しております。 
 
 
 
 
(5)役員退職慰労引当金 
       同     左 

６．リース取引の処理方法 
   

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

       同     左 

７．ヘッジ会計の方法 
 
 
 
 
 
 
 

(1)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。 
ただし、為替予約等が付されている外貨建金

銭債権債務等については､振当処理を行っており
ます。また、特例処理の対象となる金利スワッ
プは、当該特例処理を行うこととしております。 
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ｲ)ヘッジ手段 
デリバティブ取引(為替予約取引および金利

スワップ取引) 
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項     目 13年3月期(自：平成12年 4月 1日至：平成13年 3月31日) 12年3月期(自：平成11年 4月 1日至：平成12年 3月31日) 
 (ﾛ)ヘッジ対象 

 相場変動等による損失の可能性があり、相場
変動等が評価に反映されていないもの、および
キャッシュ・フローが固定されその変動が回避
されるもの(外貨建金銭債権債務等) 

(3)ヘッジ方針 
当社制定の｢金融商品管理規程｣に基づき、外
貨建取引(商品・原材料の輸出入取引)の為替レ
ートの変動によるリスクをヘッジするため､為替
予約を締結しております。 
ただし､上記以外の外貨建取引については、取
引の都度､ヘッジ方針を定めることにしておりま
す。また､利付債権債務等に係る金利変動リスク
を適切な状態に変換するため､必要に応じて金利
スワップ契約を締結しております。 
(4)ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計
または相場変動と、ヘッジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計または相場変動を半期ごとに
比較し､両者の変動額等を基礎にして､ヘッジの
有効性を評価しております。 
ただし、振当処理を行った為替予約は､有効性

の評価を省略しております。 

 

８．その他財務諸表作成の
ための基本となる重要
な事項 

 

                               
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)消費税等の会計処理 
   消費税および地方消費税の会計処理は税抜方
式によっております。 

(1)適格退職年金制度 
一般社員を対象として、昭和61年1月1日から退
職金制度の一部を適格退職年金制度へ移行したの
ち、平成03年03月1日に全面移行しております。 
(ｲ)平成11年12月31日現在の年金資産残高は
5,410百万円であります。 
(ﾛ)過去勤務費用は平成11年2月28日まで年6.7%の
定額(30年間)、平成11年3月1日から年21%の定額
(5年間)で償却しております。 

(2)消費税等の会計処理 
同          左 

 
 
 

表示方法の変更 

13年3月期(自：平成12年 4月 1日至：平成13年 3月31日) 12年3月期(自：平成11年 4月 1日至：平成12年 3月31日) 
                                      (貸借対照表関係) 

1. 前期まで区分表示していた「短期貸付金」（当期1百万円）は、
金額が僅少となったため、当期から「その他の流動資産」に含
めて表示しております。 

2. 前期まで区分表示していた｢商標権｣（当期0百万円(330千円)）
は、継続して金額が僅少となっているため、当期から「その他
の無形固定資産」に含めて表示しております。 

3. 前期まで区分表示していた｢長期貸付金｣（当期10百万円）は、
継続して金額が僅少となっているため、当期から「その他の投
資その他の資産」に含めて表示しております。 
4. 前期まで区分表示していた「前受収益」（当期1百万円）は、
継続して金額が僅少となっているため、当期から「その他の流
動負債」に含めて表示しております。 

                                      （損益計算書関係） 
1.  前期まで「その他の営業外収益」に含めていた「社宅料収入」
は、当期において営業外収益の総額の100分の10を超えたため、
区分表示しております。なお、前期の「社宅料収入」は223百
万円であります。 

2.  当期から特別利益の内容をより明瞭に表示するため、すべて
の科目を区分表示しております。なお、当期に区分表示した「貸
倒引当金戻入益」の前期の金額は79百万円であります。 

3.  当期から特別損失の内容をより明瞭に表示するため、すべて
の科目を区分表示しております。なお、当期に区分表示した科
目の前期の金額は、「固定資産売却損」62百万円、「固定資産除
却損」665百万円、「関係会社整理損」13百万円、「投資有価証
券評価損」25百万円であります。 
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追  加  情  報 

13年3月期(自：平成12年 4月 1日至：平成13年 3月31日) 12年3月期(自：平成11年 4月 1日至：平成12年 3月31日) 
（金融商品に係る会計基準の適用） 
当期から金融商品に係る会計基準(｢金融商品に係る会計基準
の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成11年1月22日) )を
適用し、有価証券の評価基準および評価方法､貸倒引当金の計上
基準、ヘッジ会計の方法について変更するとともに､市場価格の
ない有価証券およびゴルフ会員権の減損処理を実施しておりま
す。これに伴い、前期と同一の基準によった場合に比べ、経常
利益は69百万円少なく、税引前当期純利益は1,687百万円少なく
計上されております。 
なお、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、す
べての有価証券(15,494百万円)を｢投資有価証券｣に含めて表示
しております。また、その他有価証券の取得価額と当期末時価
評価額との差額8,971百万円を｢投資有価証券｣に計上するととも
に、｢繰延税金負債｣に3,759百万円を、｢その他有価証券評価差
額金｣に5,212百万円をそれぞれ計上しております。 

                                  

（退職給付に係る会計基準の適用） 
当期から退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る会計基準
の設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成10年6月16日))を
適用しております。これに伴い、前期と同一の基準によった場
合に比べ、退職給付費用の総額は12,945百万円多く、営業利益
は652百万円少なく計上されております。また、従来、営業外費
用に計上していた「適格年金過去勤務費用」は、退職給付引当
金を充当することになったため、経常利益は1,195百万円多く計
上されております。以上により、税引前当期純利益は12,945百
万円少なく計上されております。 
なお､退職給与引当金（111百万円）は、退職給付引当金に含
めて表示しております。 

                                       
           

（改訂後の外貨建取引等会計基準の適用） 
当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準(｢外貨建取引等
会計処理基準の改訂に関する意見書｣(企業会計審議会 平成11年
10月22日))を適用しております。   
なお、これに伴う影響額は軽微であります。 

                                       
          

                                     （税効果会計の適用） 
  財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計を適用して
おります。これに伴い、税効果会計を適用しない場合と比較して、
繰延税金資産3,173百万円、繰延税金負債1,245百万円が新たに計
上されるとともに、当期純利益は1,366百万円、当期未処分利益は
5,682百万円それぞれ多く計上されております。 

                                        （ソフトウェア） 
前期までに計上した自社利用のソフトウェアについては、「研究
開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認
会計士協会 会計制度委員会報告第12号 平成11年03月31日）の
経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続しております。
ただし、表示方法については、同報告に基づき、当期より投資そ
の他の資産の「長期前払費用」から無形固定資産の「ソフトウェ
ア」に変更しております｡  
なお、減価償却の方法については、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しております。これに伴い、前期と同一
の基準によった場合に比べ、営業利益、経常利益および税引前当
期純利益は、それぞれ265百万円少なく、当期純利益は154百万円
少なく計上されております。 

 
 
重要な後発事象 

13年3月期(自：平成12年 4月 1日至：平成13年 3月31日) 12年3月期(自：平成11年 4月 1日至：平成12年 3月31日) 
社債の発行 
平成13年4月17日開催の取締役会の決議に基づき､第15回およ

び第16回の無担保社債（社債間限定同順位特約付）を平成13年5
月2日に発行しました。その概要は次のとおりであります。 
 
1.社債の銘柄   第15回無担保社債  第16回無担保社債 

(社債間限定       (社債間限定 
同順位特約付)       同順位特約付) 

2.発 行 総 額    100億円       50億円 
3.発 行 価 格   額面100円         額面100円 

につき100円         につき100円 
4.利 率      年0.97％            年1.43％ 
5.償 還 期 限      平成18年5月2日      平成20年5月2日 
6.発 行 日      平成13年5月2日      平成13年5月2日 
7.資金の使途      社債償還資金        社債償還資金 

                                   

 



株式会社ニチレイ【単独】

注　記　事　項（貸借対照表関係）

※1 ※1

※2

百万円

※3 有形固定資産の減価償却累計額 ※3 有形固定資産の減価償却累計額

百万円 百万円

※4 ※4

百万円 百万円

※5 ※5

百万円 百万円

百万円 百万円

※6 主な外貨建の資産・負債は次のとおりであります。

49,000 234

1,166 179

1,379 161
オーストラリア・

25,000 31

25,000 1,842

1,024 105
613 21

977 103

6,685
3,576
3,357

＜担保付債務＞

＜ 担 保 資 産 ＞

ネザーランド・
ア ン チ レ ス ・
ギ ル ダ ー

貸 借 対 照 表
計 上 額外　貨　額

担保に供している資産ならびに担保付債務は次のとおり
であります。

未 払 費 用

関係会社に対する主な資産および負債(区分掲記したも
のを除く）は次のとおりであります。

12 年 3 月 期
(平成12年3月31日現在)

大 阪 市 公 債

合　　　計

11

17

利付農林債券

支払手形および買掛金 5,367

13 年 3 月 期
(平成13年3月31日現在)

その他の流動資産には､自己株式１百万円を含めて表示
しております。

7,313

米 ド ル

米 ド ル

未 払 費 用

預 り 金

有 価 証 券

長 期 借 入 金
( 1 年 以 内 返 済 )

長 期 借 入 金

関 係 会 社
株 式

買 掛 金

関 係 会 社
出 資 金

レ ア ル

レ ア ル

タ イ ・ バ ー ツ

(単位　外貨：千通貨単位、円貨：百万円)

科　目

1261,000
ド ル

ス ペ イ ン ・
ペ セ タ

ダ ッ チ ・
ギ ル ダ ー

4,053
6,830

18
28

40

預 り 金

長 期 借 入 金

長 期 借 入 金
( 1 年 以 内 返 済 )

担保に供している資産ならびに担保付債務は次のとおり
であります。

投 資 有 価 証 券
＜ 担 保 資 産 ＞

＜担保付債務＞

合 計

119,377124,189

買 掛 金

9

21

28
37合 計

9

売 掛 金

5

関係会社に対する主な資産および負債(区分掲記したも
のを除く）は次のとおりであります。

有価証券には､自己株式０百万円（600千円）を含めて表
示しております。

このうち営業上の保証（土地の賃借および商品の買付
け）のため差し入れている有価証券は次のとおりであり
ます。

5,852売 掛 金

単独－10
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7 偶　発　債　務 7 偶　発　債　務
保　証　債　務 保　証　債　務

898 千 米ﾄﾞﾙ
10,197 千 ﾀｲ･ﾊﾞｰﾂ

※8 授 　 権 　 株  　数　 720,000,000株 ※8 授 　 権 　 株  　数　 720,000,000株

発 行 済 株 式 総 数 310,851,065株 発 行 済 株 式 総 数 310,851,065株
配　当　制　限 配　当　制　限

9 9

※11 期末日満期手形の処理

受 取 手 形 112 百万円
支 払 手 形 1,048

※12

※13

12 年 3 月 期
(平成12年3月31日現在)

13 年 3 月 期
(平成13年3月31日現在)

㈱ 山 形 ニ チ レ イ フ ー ズ

 Holland B.V.

Foods Co.,Ltd.

Thermotraffic  GmbH

山東日冷食品有限公司

Nichirei U.S.A.,Inc.

Surapon Nichirei

Thermotraffic 227

関 西 日 冷 ㈱
㈱ 白 石 ニ チ レ イ フ ー ズ
東 海 冷 蔵 ㈱
㈱ キ ョ ク レ イ

㈱ 日 本 低 温 流 通
西 海 冷 凍 ㈱
㈱ 中 冷

Holland B.V.

山東日冷食品有限公司

Pty.Ltd.

千Nichirei Finance

Nichirei Finance
Holland B.V.

日 冷 商 事 ㈱百万円

　　 　(関係会社）　 　(単位:百万円）
う ち 外 貨 建
保 証 債 務

2,995
1,454

16,017

米ﾄﾞﾙ6,244

124,331 千 ﾀ ﾞ ｯ ﾁ ･
ｷ ﾞ ﾙ ﾀ ﾞ ｰ7,977

49,749

ﾄ ﾞ ｲ ﾂ ・
ﾏ ﾙ ｸ

223

2,700

200

191

ｵ ｰ ｽ ﾄ ﾗ ﾘ
ｱ ･ ﾄ ﾞ ﾙ

米ﾄﾞﾙ

105

Nichirei do Brasil

Nichirei Australia

前期まで｢投資有価証券」に計上していた株式のうち帳簿価額2,090
百万円を、当期から一時所有の株式に目的変更したため、｢有価証
券」に振り替えております。

㈱京都ホテル（貸借対照表計上価額1,632百万円）は、時価が取得
価額を著しく下回っておりますが、同社は当社および安田信託銀行
㈱の支援を受け、再建計画を実行中であり、今後再建計画に沿った
業績をあげることにより時価の回復が見込まれるため、強制評価減
は行っておりません。

2,384

㈱ 日 本 低 温 流 通
㈱ ニ チ レ イ ・ ア イ ス

778
710

988
938
822

期末日満期手形の会計処理は､手形交換日をもって決済処理してお
ります。なお､当期末日が金融機関の休業日であったため､当該休業
日満期手形が次のとおり期末残高に含まれております。

次の会社および従業員の金融機関からの借入金等に対して保証を
行っております。

次の会社および従業員の金融機関からの借入金等に対して保証を
行っております。

ただし、｢株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数
を減ずる｣旨を定款に定めております。

ただし、｢株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数
を減ずる｣旨を定款に定めております。

612
566

ﾀ ﾞ ｯ ﾁ ･
ｷ ﾞ ﾙ ﾀ ﾞ ｰ

819 千

1,109
1,022
1,017
804
785

748
779

608
389
300

300

235

ﾀ ﾞ ｯ ﾁ ･
ｷ ﾞ ﾙ ﾀ ﾞ ｰ280

0
0

千

千

千

千140

123

6,045

245

672Agricola Ltda. 71

53

11

Surapon Nichirei
Foods Co.,Ltd.

㈱ 森 ニ チ レ イ フ ー ズ

1,398
1,398

日 本 ミ ー ト ㈱
東 洋 工 機 ㈱

小　 　　　計 43,474

従 業 員
小　 　　　計

(そ の 他）

合　 　　　計 44,872

㈱ 山 形 ニ チ レ イ フ ー ズ

南 港 冷 蔵 ㈱
㈱ イ ナ ・ ベ ー カ リ ー
関 西 日 冷 ㈱

西 海 冷 凍 ㈱

Thermotraffic

㈱ エ ヌ ゼ ッ ト
( 連 帯 保 証 )

(関係会社）

日 冷 商 事 ㈱

㈱ 森 ニ チ レ イ フ ー ズ

東 海 冷 蔵 ㈱
㈱ 白 石 ニ チ レ イ フ ー ズ
㈱ キ ョ ク レ イ

Nichirei Finance

㈱ 京 都 ホ テ ル

Holland B.V.

390

U.S.A. Inc.

 Holland B.V.

Nichirei Holding36,611

南 港 冷 蔵 ㈱
㈱ イ ナ ・ ベ ー カ リ ー

Thermotraffic  GmbH

㈱ ニ チ レ イ ・ ア イ ス

15,697

451

1,175

3,301

6,443

Nichirei Australia 95
Nichirei do Brasil 6

Pty.Ltd.

昭和63年8月31日発行の第５回無担保転換社債の募集委託契約によ
り、次の配当制限を受けております。
本社債の未償還残高が存する限り､本社債の払込期日の属する決算
期以降の配当(中間配当を含む｡)累計額が、当期純損益(財務諸表
等規則による｡)累計額に30億円を加えた額を超えることとなるよ
うな配当(中間配当を含む｡)は行わない。この場合、平成元年4月1
日以降の中間配当は、前期末決算の配当とみなす。
また、本社債権保全のために募集の受託会社が適当と認める物上
担保権を設定した場合であって、募集の受託会社が承認したとき
には、この規定は適用されない。

合　 　　　計

1,482

300

Agricola Ltda.

(そ の 他）
従 業 員 1,482

※10

昭和63年8月31日発行の第５回無担保転換社債の募集委託契約に
より、次の配当制限を受けております。
本社債の未償還残高が存する限り､本社債の払込期日の属する決算
期以降の配当(中間配当を含む｡)累計額が、当期純損益(財務諸表
等規則による｡)累計額に30億円を加えた額を超えることとなるよ
うな配当(中間配当を含む｡)は行わない。この場合、平成元年4月
1日以降の中間配当は、前期末決算の配当とみなす。
また、本社債権保全のために募集の受託会社が適当と認める物上
担保権を設定した場合であって、募集の受託会社が承認したとき
には、この規定は適用されない。

その他有価証券評価差額金は、商法第290条第1項第6号の規定に
より配当に充当することが制限されております。

38,094
小　 　　　計

小　 　　　計

㈱ エ ヌ ゼ ッ ト
( 連 帯 保 証 )
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注 記 事 項(損益計算書関係）

※1 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※1 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

2,472 百万円 2,411 百万円
3,939 4,056
225 187
703 437
7,340 7,093

1 76
1 16
7,338 93

7,000

※2 ※2
あります。 あります。

13,325 百万円 13,502 百万円
14,396 12,961
3,433 3,467
3,104 3,166
3 3
36 24
10,186 9,992
1,203 81
103 182
1,533 1,562
668 766
1,032 935
407 380
3,134 3,291
2,183 1,626
2,177 2,267

（追加情報）

ら｢研究開発費｣として注記しております。

次のとおりであります。

10,935 百万円
81
182
1,675
1,167
997
396
3,313
1,750

※3 ※3

ておりません。 ておりません。

※4 ※4
りであります。 りであります。

1,119 396
331 291

百万円百万円

関係会社との取引により発生した主なものは次のとお

100,953100,785及 び 一 般 管 理 費

関係会社との取引により発生した主なものは次のとお

13 年 3 月 期
自：平成１２年　４月　１日
至：平成１３年　３月３１日

12 年 3 月 期
自：平成１１年　４月　１日
至：平成１２年　３月３１日

金　　　　額

報酬・給料・賞与・手当
退 職 給 付 費 用
役員退職慰労引当金繰入額

運送・保管・作業費
販 売 促 進 費
広 告 費

貸 倒 償 却
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

費　　　　　目

内　　　　　容
（ 他 勘 定 へ の 振 替 ）
原 材 料
販 売 費
商 品 罹 災 損
貯 蔵 品 等

（ 他 勘 定 か ら の 振 替）
構 築 物

計

内　　　　　容 金　　　　額
（ 他 勘 定 へ の 振 替 ）

費　　　　　目 金　　　　額

計
（ 他 勘定 から の振 替）
土 地

原 材 料
販 売 費

あります。なお、当期製造費用に研究開発費は含まれ

一

般

管

理

費

計
差　　　引

金　　　　額

福 利 費
減 価 償 却 費

賃 借 料
業 務 委 託 料
研 究 開 発 費

商 品 罹 災 損
貯 蔵 品 等

そ の 他
計
差　　　引

一般管理費に含まれる研究開発費は、2,177百万円で

販 売 手 数 料

販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおりで販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおりで

旅 費 ・ 交 通 費
通 信 費

減 価 償 却 費
福 利 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

運送・保管・作業費
販 売 促 進 費
広 告 費

貸 倒 償 却

報酬・給料・賞与・手当
退職給与引当金繰入額
役員退職慰労引当金繰入額

旅 費 ・ 交 通 費
通 信 費
賃 借 料

研究開発費については、前期まで、その内容により一般管理費
の各費目に含めておりましたが、｢研究開発費及びソフトウェ
アの会計処理に関する実務指針｣（日本公認会計士協会 会計
制度委員会報告第12号 平成11年3月31日）に基づき、当期か

業 務 委 託 料

なお、従来の方法によった場合の一般管理費のうち主なものは

研 究 開 発 費

減 価 償 却 費
旅 費 ・ 交 通 費
通 信 費
賃 借 料

販

売

費
販 売 手 数 料

一

般

管

理

費

あります。なお、当期製造費用に研究開発費は含まれ
一般管理費に含まれる研究開発費は、2,267百万円で

報酬・給料・賞与・手当
退職給与引当金繰入額

福 利 費
役員退職慰労引当金繰入額

業 務 委 託 料

売 上 原 価 、 販 売 費
及 び 一 般 管 理 費
受 取 配 当 金
そ の 他 の 営 業 外 収 益

売 上 原 価 、 販 売 費

受 取 配 当 金
そ の 他 の 営 業 外 収 益

販

売

費

一

般

管

理

費
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13 年 3 月 期
自：平成１２年　４月　１日
至：平成１３年　３月３１日

12 年 3 月 期
自：平成１１年　４月　１日
至：平成１２年　３月３１日

※5 ※5
す。 す。

※6 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※6 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
518 百万円 5,982 百万円

0
0 5,983
519

土地のうち主なもの
4,951 百万円
1,022

※7
に伴う権利金受入額であります。

※8
す。

※9
て、有価証券を売却したものであります。

※10
訴訟に係る和解金受入額であります。

※11
による取崩額であります。

※12 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※12 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。
415 百万円 2,200 百万円
11 (関係会社に対する京都市下京区所在の土地）

1 42
428 4

2,248
土地のうち主なもの

394 百万円
（関係会社との取引によるものであります。)

※13 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※13 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
73 百万円 275 百万円
279 455
37 85
178 80
568 1,740

2,637

※14 ※14

のとおりであります。 であります。

25 百万円 128 百万円
246 860
59 327
331 125

15
1,456

※15 ※15
などの整理損であります。

与額であります。

※16
あります。

東京都中央区所在の土地に定期借地権を設定したこと

大阪市此花区所在の土地
千葉市花見川区所在の土地

このうち関係会社に係るものは、750百万円でありま

㈱京都ホテル（関係会社）の支援損失の手当てとし

住友不動産㈱との賃貸用オフィスビルの賃料支払請求

北米事業の再編に伴う債務保証損失引当金の洗い替え

合　　　　　計

土 地
(名古屋市中川区所在の土地）

そ の 他

このうち関係会社に係るものは、225百万円でありま

土 地

このうち関係会社に係るものは、951百万円でありま

パレット等一括償却

そ の 他
合　　　　　計

土 地

機 械 及 び 装 置
そ の 他

建 物

土 地
機 械 及 び 装 置
そ の 他

建 物

島根県松江市所在の土地

およびNichirei Foods,Inc.の会社解散に伴う資金贈

㈱京都ホテルの再建を支援するための資金贈与額で

合　　　　　計

合　　　　　計

機 械 及 び 装 置
そ の 他
撤 去 費 用

機 械 及 び 装 置
そ の 他
撤 去 費 用

日本ミート㈱ほか１社に対する債権などの整理損 日本ミート㈱ほか２社に対する所有株式および債権

船橋プロセスセンター、関西日冷㈱天満事業所 焼津食品工場、横浜・新屋・此花物流サービスセン
（賃貸設備）などの閉鎖に伴う損失で、その内訳は次 ターなどの閉鎖に伴う損失で、その内訳は次のとおり

固 定 資 産 売 却 損 固 定 資 産 売 却 損
建 物 一 式 等 除 却 損 建 物 一 式 等 除 却 損

そ の 他
合　　　　　計

合　　　　　計

合　　　　　計

撤 去 費 用 撤 去 費 用
合　　　　　計 退 職 金
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注 記 事 項（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 以外のファイナンス・リース取引

(借   主   側) (借   主   側)
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額お (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額お
よび期末残高相当額 よび期末残高相当額

(単位：百万円) (単位：百万円)

建 物
機 械
及 び
装 置

車 両
及 び
運搬具

工具、
器具及
び備品

合 計 建 物
機 械
及 び
装 置

車 両
及 び
運搬具

工具、
器具及
び備品

合 計

10,368 708 974 2,868 14,920 10,422 884 1,003 2,834 15,145

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

2,105 百万円 2,405 百万円

13,530 13,392

15,636 15,798

(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 (3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

2,961 百万円 3,446 百万円

2,679 2,954

436 502

(4) 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法
契約書等により合理的に算定できるものを除き、リー
ス料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分方法については、利息法
によっております。

２．オぺレーティング・リース取引(転リース取引を含む） ２．オぺレーティング・リース取引(転リース取引を含む）

(借   主   側) (借   主   側)

604 百万円 582 百万円

4,389 4,822

4,993 5,404

(貸   主   側) (貸   主   側)

3,573 百万円 3,574 百万円

11,198 14,726

14,772 18,301

なお、リース料が確定していないものは、注記の対象か なお、リース料が確定していないものは、注記の対象か
ら除いております。 ら除いております。

611 1,117
減価償却
累 計 額
相 当 額

12 年 3 月 期
自：平成11年 4月 1日
至：平成12年 3月31日

2,121 7,788

13 年 3 月 期
自：平成12年 4月 1日
至：平成13年 3月31日

取得価額
相 当 額 13,208 1,070 2,110 5,690 22,080

期末残高
相 当 額

期末残高
相 当 額

1 年 以 内

取得価額
相 当 額

2,821 7,159
減価償却
累 計 額
相 当 額

2,839 362 1,135

合　　　　　計

合　　　　　計

未経過リース料

1 年 以 内

1 年 超

合　　　　　計

1 年 以 内

1 年 超

1 年 超

合　　　　　計

未経過リース料

未経過リース料

同　　　左

同　　　左

1 年 以 内

1 年 以 内

1 年 超

未経過リース料

24,055

減 価 償 却 費 相 当 額

1 年 超

合　　　　　計

支 払 リ ー ス 料

8,9092,227

支 払 利 息 相 当 額

4,953

12,649 1,496

支 払 利 息 相 当 額

1 年 超

合　　　　　計

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

1 年 以 内
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注 記 事 項（有価証券関係） 
※ １３年３月期の「有価証券」（子会社株式および関連会社株式で時価のあるものを除く）および１２年

３月期の「有価証券の時価等」については、連結財務諸表の注記事項として記載しております。 
 

１３年３月期（平成１３年３月３１日現在） 
 
子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの                                 （単位：百万円） 

種        類 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

関 連 会 社 株 式      1,018 2,172     1,154 

 
 
 
 
 
注 記 事 項（１株当たり情報関係） 

 
 

 

 １株当たり純資産額 ２８６．８２円  １株当たり純資産額 ２６７．９９円

 １株当たり当期純利益     ８．２５円  １株当たり当期純利益

13 年 3 月 期
自：平成12年4月 1日

12 年 3 月 期
自：平成11年4月 1日

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

至：平成13年3月31日 至：平成12年3月31日

    ７．７４円

支払利息等の費用を調整した結果 ､１株当たり 支払利息等の費用を調整した結果 ､１株当たり
については、転換 社債に係 る潜在株 式および については、転換 社債に係 る潜在株 式および

当期純利益が減少しないため記載しておりません。 当期純利益が減少しないため記載しておりません。
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注　記　事　項（税効果会計関係）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1)流   動 　資 　産 (1)流   動 　資 　産
(繰延税金資産) (繰延税金資産)
関 係 会 社 整 理 損 1,622 百万円 債 務 保 証 損 失 引 当 金 1,653 百万円
未 払 事 業 税 216 有 価 証 券 評 価 減 556
貸 倒 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 105 貸 倒 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 507
そ の 他 223 未 払 事 業 税 207
繰延税金資産合計 2,168 関 係 会 社 清 算 損 失 引 当 金 116

そ の 他 200
繰延税金資産合計 3,241

(繰延税金負債) (繰延税金負債)
特 別 償 却 準 備 金 △ 37 百万円 特 別 償 却 準 備 金 △ 67 百万円
繰延税金負債合計 △ 37 繰延税金負債合計 △ 67
繰延税金資産の純額 2,130 繰延税金資産の純額 3,173

(2)固   定 　負 　債 (2)固   定 　負 　債
(繰延税金資産) (繰延税金資産)
退 職 給 付 信 託 設 定 額 5,636 百万円 投 資 有 価 証 券 お よ び
投 資 有 価 証 券 お よ び 関 係 会 社 株 式 評 価 減
関 係 会 社 株 式 評 価 減 減 価 償 却 の 償 却 限 度 超 過 額 661
減 価 償 却 の 償 却 限 度 超 過 額 606 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 減 227
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 減 232 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 183
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 226 そ の 他 114
貸 倒 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 148 繰延税金資産合計 1,949
退職給付引当金繰入限度超過額 129
そ の 他 8
繰延税金資産合計 8,924

(繰延税金負債) (繰延税金負債)
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 3,759 百万円 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 2,883 百万円
退 職 給 付 信 託 設 定 益 △ 3,237 固定資産圧縮特別勘定積立金 △ 247
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 2,881 特 別 償 却 準 備 金 △ 63
固定資産圧縮特別勘定積立金 △ 428 繰延税金負債合計 △ 3,194
前 払 年 金 費 用 △ 394 繰延税金負債の純額 1,245
特 別 償 却 準 備 金 △ 26
繰延税金負債合計 △ 10,728
繰延税金負債の純額 1,804

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
　差異の原因となった主な項目別の内訳 　差異の原因となった主な項目別の内訳
　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
　間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため注記を省 法定実効税率 41.9 ％
　略しております。 （調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.6
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 5.2
住 民 税 均 等 割 等 2.0
更 正 決 定 に 基 づ く 納 税 等 2.9
そ の 他 1.0
税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.2

12 年 3 月 期13 年 3 月 期

百万円
1,935

762

（平成12年3月31日現在）（平成13年3月31日現在）
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役 員 の 異 動 （平成13年6月27日付） 
 
     以下の内容につきましては、平成13年5月8日に公表済みであります。 

 

１．代表者の異動 

（１）新任代表取締役候補 

代表取締役会長  大 戸 武 元（現 取締役 人事部長・総務広報部長） 

代表取締役社長  浦 野 光 人（現 取締役 経営企画部長） 

 （２）退任予定代表取締役 

相  談  役         手 島    忠（現 代表取締役社長） 

 

２．その他の役員の異動 

 （１）役付取締役および担当の異動予定 

     取締役・専務執行役員 食品事業ユニット管掌     福田 厚司 （現 常務取締役 関東営業支社長） 

     取締役・専務執行役員 管理部門管掌         横田 浩二 （現 取締役 財務部長） 

     取締役・専務執行役員 低温物流事業ユニット管掌  楡    敏秀 （現 取締役 低温物流事業部長） 
                           低温物流事業部長      

      取締役・常務執行役員 加工食品部長              原  直弘 （現 常務取締役 加工食品部長） 

   取締役・常務執行役員 技術開発部門管掌     村上 英彦 （現 常務取締役 技術開発センター所長 
                           フラワー事業部長                     ・フラワー事業部長） 

   取締役・常務執行役員 水産部長         前嶋 弘一 （現 取締役 水産部長） 

   取締役・常務執行役員 加工食品部・部長     千葉 充幸 （現 取締役 加工食品部・部長） 

   取締役・常務執行役員 畜産部長         荒  昌裕 （現 取締役 畜産部長） 

   取締役・執行役員     加工食品部・部長     遠山 昌利 （現 取締役 加工食品部・部長） 

   取締役・執行役員   低温物流企画部長     椎橋 治男 （現 取締役 低温物流企画部長） 

   取締役・執行役員   不動産事業部長      笠井  剛 （現 取締役 不動産事業部長） 

   取締役・執行役員   加工食品部・部長     秋山  修 （現 取締役 加工食品部・部長） 

   取締役・執行役員   広域営業部長       相馬 義比古（現 取締役 広域営業部長） 

 

 （２）新任取締役候補 

     該当事項はありません。 

 

 （３）退任予定取締役 

     専務取締役      中野 勘治  （㈱ユキワ 代表取締役社長に就任予定） 

   専務取締役      川 好三 （関西日冷㈱ 代表取締役社長に就任予定） 

     専務取締役        山口 修司郎（㈱ニチレイファストおよび㈱ニチレイ・アプリの 
代表取締役社長に就任予定） 

     取 締 役      後藤 一彦 （当社 常任監査役に就任予定） 

取  締  役        島津 忠之 （㈱京都ホテル 代表取締役社長） 
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 （４）新任監査役候補 

    常任監査役        後藤 一彦  （現 取締役 関連企業部長） 

   監 査 役        青木 信吾  （現 監査室長） 

 

 （５）退任予定監査役 

   常任監査役      北  文男  （㈱ユキワ 監査役（非常勤）に就任予定） 

   監 査 役      浜田 鴻之介（㈱日本低温流通および千葉畜産工業㈱の監査役（非常勤）に就任予定） 

 

３．新任執行役員候補 

   執行役員       人事部長         大塚 恒博 （現 法務部長） 

   執行役員       加工食品部・部長     坂口  哲 （現 加工食品部 
                                     販売推進グループリーダー） 

   執行役員       関東営業支社長      長谷川 寿 （現 関西営業支社長） 

   執行役員          バイオサイエンス事業部長  荒  剛史 （現 バイオサイエンス事業部長 
              ・ウェルネス食品部長                ・ウェルネス食品部長） 

   執行役員       関東低温物流支社長    大平 潤一 （現 関東低温物流支社長） 

   執行役員       関西営業支社長      宮  由光 （現 中部営業支社長） 

   執行役員       関西低温物流支社長    廣瀬  晋 （現 関西低温物流支社長） 
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